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山県市コミュニティ助成事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、山県市コミュニティ助成事業補助金（以下「補助金」という

。）を交付することに関し、山県市補助金等交付規則（平成１５年山県市規則第

３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。

（補助対象者）

第２条 補助金の交付の対象となる団体は、一般財団法人自治総合センター（以下

「自治総合センター」という。）が定めるコミュニティ助成事業実施要綱（以下

「実施要綱」という。）に定める事業実施主体（以下「申請者」という。）とす

る。

（補助対象事業）

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、実

施要綱に定める事業であって、自治総合センターが助成の対象と決定した事業と

する。

（補助金額）

第４条 補助金額は、自治総合センターにおいて決定された助成金額とする。

（補助対象者の選定）

第５条 補助金の交付を受けようとする申請者は、自治総合センターが定める申請

書及び必要な書類を市長が別に定める期日までに市長に提出しなければならない

。

２ 市長は、前項の規定による申請書等を受理し、補助対象事業が実施要綱の基準

に適合していると認めたときは、自治総合センターに申請するものとする。

３ 前項の場合において、適合する事業が第３条に規定する事業ごとに複数あると

きは、当該実施計画書の内容を審査し、抽選により優先順位を決め、市長が別に

定める申請受付上限数の範囲内で申請するものとする。

４ 市長は、前２項の規定により申請した事業に関し、自治総合センターから採否

の通知を受けたときは、その結果を申請者に通知するものとする。

（補助金交付の申請）

第６条 前条第４項の規定により、採用の通知を受けた申請者（以下「補助事業者
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」という。）は、当該事業を実施する前に規則第３条に規定する補助金（助成金

）交付申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

（１） 見積書等の写し

（２） 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類等

２ 前項の交付申請の受付は、補助金を交付する年度において、市の予算執行がで

きる状況になった後に行うものとする。

（補助金の交付決定）

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、交付

の可否を決定し、規則第４条に規定する補助金（助成金）交付決定通知書により

、補助事業者に通知するものとする。

（事業の変更）

第８条 補助対象事業の内容を変更しようとする補助事業者は、変更実施前速やか

に市長の承認を受けなければならない。

２ 市長は、自治総合センターの承認が得られた場合に限り、変更承認を行うもの

とする。

（実績報告）

第９条 補助事業者は、補助対象事業の完了後３０日以内又は補助金の交付決定を

受けた年度の３月３１日のいずれか早い日までに、規則第６条に規定する補助金

（助成金）実績（成績）報告書（以下「実績報告書」という。）、自治総合セン

ターが定める報告書及び必要な書類を市長に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の規定による実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、

その報告に係る補助対象事業の成果が補助金交付決定の内容等に適合していると

認めたときは、自治総合センターに実績報告するものとする。

（交付額の確定）

第１０条 市長は、自治総合センターから助成金の額の確定通知を受けたときは、

その結果を補助事業者に通知するものとする。

（交付の請求）

第１１条 前条の規定により通知を受けた補助事業者は、速やかに規則第５条に規

定する補助金（助成金）交付請求書を市長に提出しなければならない。

（補助金の経理等）

第１２条 補助事業者は、補助事業に係る経理について、その収支の事実を明らか
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にした証拠書類を整理し、それらの書類を補助事業が完了した日の属する年度終

了後５年間保存しなければならない。

（補則）

第１３条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、市

長が別に定める。

附 則

この告示は、公表の日から施行する。


